
 

構  造改革特別区域計画  

 

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称  

    鹿屋市  

 

２ 構造改革特別区域の名称  

    かのやすくすく特区  

 

３  構造改革特別区域の範囲  

    鹿屋市の全域  

 

４ 構造改革特別区域の特性  

（１）本市の教育的風土  

    大隅半島の中心に位置する鹿屋市は，高隈山地の麓，肝属川の沖積地に

 開け，人や物流の集まる南九州の要衝の地として古くから栄えてきた。古

 来，この地は，中央からの独立性を維持した大隅隼人の本拠地として日本

 書紀に記述され，また，長らくこの地に入ることを阻まれた島津氏が，平

 定後一族を配置し直轄領とした場所である。その自主自立の気質は，広く

 郷中教育の中で脈々と受け継がれ，明治維新の際の原動力ともなった。本

 城に天守閣を持たず，「人をもって城と為す」とした人づくりを基本とする

 薩摩藩の精神は，教育に力を注ぐ本県の伝統であり，本市も本県２位の人

 口を有する中核都市として人づくりを市政の大きな柱としている。   

  現在，本市は「健康・スポーツ都市かのや」（第三次鹿屋市長期総合開発

 計画）を策定し，平成８年～平成１７年度までの基本構想，基本計画のも

 と，基本目標の一つに「人・いきいきかのや」を掲げ様々な施策を行って

 いる。学校教育面では，市立として小学校２０校，中学校８校，高等学校

 （複数学科）１校，看護専門学校１校を有し，全小学校参加の陸上，水泳，

 カヌー大会や全小・中・高等学校による音楽発表会等，全市的な教育活動

 を展開している。また，小学校英語学習推進モデル事業の導入によって、

 国際性豊かな感性の育成を目指したり，鹿児島大学教育学部，鹿屋体育大

 学，大隅少年自然の家等，他の教育機関と教育実習や研究協力を通して連

 携を図ったりして，先進的な研究・実践に積極的に取り組んでいる。  



 

（２）地域に根ざした教育の推進  

    学校は，文化の発信地として，また地域のシンボルとして，地域住民の

 愛着に支えられて発展してきた。本市においても，学校は地域と密接なつ

 ながりをもち，地域ぐるみの活動や伝統行事の中で子ども一人一人の顔が

 見える教育が行われてきた。  

  そのよき伝統を学校の活力として見直し，積極的に取り入れようと「特

 色と風格を備えた活力ある学校づくり」推進事業を導入している。地域の

 人材，伝統行事，自然，施設を生かした各学校独自の教育活動は，子ども

 たちに，地域，学校，自分の良さに気づかせ，誇りや自信を持たせること

 につながっている。具体的には，鹿屋体育大学との連携によるヨット等の

 海での活動，苗の育成から収穫までの米作りの取り組み，清流を生かした

 蛍の飼育と放流の活動，アジア・太平洋農村研修村を拠点とした国際交流

 等である。市は，これらの活動を財政面から支援し，地域に根ざした開か

 れた学校づくりを推進している。  

 

（３）地域として一貫性のある教育の推進  

  児童生徒の成長について，小・中・高の１２年間の教育を見通して考え，

 それぞれの成長期に身に付けるべき力を責任をもって定着させようと，「小

 ・中・高連携事業」を実施している。全体の推進会議のもと，同じ中学校

 区内の小・中学校からなる８つの分科会を組織し，鹿屋市内外の６つの高

 等学校がこれに参加する。校種間でのべ１８回の研究授業を提供して指導

 法や学習内容の研修を深めたり，算数の共通テストを実施して基礎・基本

 定着の実態調査を進めたりしている。分科会は年間のべ２６回開かれ，率

 直で活発な情報交換によって，小・中・高の教職員の交流が図られている。

 指導法や学習内容に一貫性や連続性が生まれることで基礎・基本の定着が

 図られるとともに，小・中・高の教師が連携し，同じ思いで子どもたちを

 見守り，育てようとしていることを児童生徒自身が実感することで，教育

 効果が高まることを期待している。         

 

（４） 個に応じる教育の推進  

    本市では，児童生徒一人一人を大切にし，きめ細かな指導を図るため，

 早くから指導法改善に取り組み，ティーム・ティーチングや少人数指導に



 

 よって，個に応じた教育を推進してきた。具体的には，少人数指導の授業

 を通した「指導法改善加配者研修会」や「研究指定協力校の研究公開」に

 よって指導法改善への取り組みを促したり，教師を国内外の先進地に滞在

 派遣する「教職員研修事業」を実施し，先進校の成果の波及に努めたりし

 ている。  

  また，平成１４年からは，不登校児童生徒を支援するために本市の事業として

 不登校児童生徒支援事業「マイフレンドプログラム」を導入し，市が委嘱した指導

 員による訪問指導によって，教育相談や補充学習等によるきめ細かい相談活動が行

 われ，学校，保護者から好評を得ている。                                 

   さらに，平成１５年から少人数指導支援事業「かのやすくすくプラン」

 を導入した。この事業は，小学校低学年の早い時期において，個に応じたき

 め細かな指導の充実を図り，基礎学力の確実な定着，基本的な生活習慣や学習習慣

 の育成等を目指したものである。本県では，県教育委員会が，１学級あたり児

 童数３６人以上の学校に，常勤または非常勤講師１名を配置する事業「すくすくプ

 ラン」を実施している。本市では，この県の「すくすくプラン」の趣旨を受け，小

 学２年生においても，継続して少人数指導を行っていくために，非常勤講師を市

 費負担で配置している。      

 

５ 構造改革特別区域計画の意義   

   「人づくり」の理念のもと，本市では上述のように，郷土や自分に対し

 て誇りと自信をもち，粘り強く自己実現を図る児童生徒を育てるために様

 々な取り組みを行ってきている。  

    そして，その中心に学力向上を位置づけ，すべての学習活動の基盤とな

 る確かな学力を，一人一人にしっかりと身に付けさせるように努めている。

 学力向上を大きな目標に掲げるのは，学力向上に取り組むことによって，

 自己実現に関わる２つの大きな素養が児童生徒に培われると考えるからで

 ある。  

  まず第一に，能力の伸長である。「思考力」「表現力」「技能」「知識・理

解」は，物事の有り様を的確に理解・判断し，見通しをもって論理的に処

理していくために必要なものであり，その総合力として問題解決能力が養

われ，夢や目標を達成していく力となる。  

   第二には，意欲，態度の育成である。学力が向上する過程では，「わかっ



 

た」「できた」という楽しさや喜びを伴った成就感を積み重ねることができ

る。その結果，児童生徒に「自分には『わかる』『できる』力がある。やっ

てみよう！」という効力感や自信をもたせることになり，自分の課題をポ

ジティブに捉え，解決や実現にむけて積極的に取り組んでいこうとする意

欲や態度を育てると考える。  

  そして，このような学力向上のためには，指導法の改善が急務であると

 捉え，継続的に取り組んできているが，十分に確立されていない面もある。

 例えば，理解が不足しがちの児童生徒に寄り添って補充説明を行うだけの

 従来型のティーム・ティーチングでは，学力定着の効果が十分に上がらな

 い傾向が指摘されている。本市では，効果的なティーム・ティーチングの

 在り方を模索しながら，学校の実態に応じて，積極的に少人数指導や習熟

 度別学習の導入を推進している。現在，元来少人数である小規模校１０校

 を除いた１８校の内，１４校で少人数指導が行われ，さらに１２校で習熟

 度別学習が実施され，成果を上げつつある。  

    本市では，少人数指導による効果について，教師と児童生徒同士のかか

 わり方がより密接になり，個への対応が一層可能になると評価し，推進し

 ている。少人数指導では，教師からの一方的なかかわりでなく，教師と児

 童生徒との双方向的なかかわり方がくり返し行われやすい。このことで，

 児童生徒一人一人が，発表や思考や表現など，自分を発揮する場や活動を

 十分に与えられ，教師も一人一人を褒め，つまずきを補い，個に応じて適

 切に導くことができる。  

  少人数指導による児童生徒への効果的なかかわり方で，「読み，書き，

算」等の基礎・基本を徹底的に身に付けさせ，自信を持って自由に使える

ようにする。また，個々の認識傾向や学習状況を配慮したきめ細かい指導

を通して，学習態度や家庭学習習慣を含めた自己学習力を養うとともに，

個性をより伸ばすための発展的な学習も充実させ，思考力や表現力を高め，

学力の向上を達成していくことができる。  

  このような願いから，県教育委員会が配置した指導法改善のための加配

 教員を十分に生かして少人数指導を推進していくことは重要な課題と考え

 ているが，少人数指導の導入にあたっては，２つの視点を考えている。  

    １つ目は，少人数指導は，単元や教材によって，習熟度を加味した指導

 法がより効果を上げやすいという視点である。そして，少人数指導のため



 

 のコース選択については，児童生徒が適切な自己理解，自己評価を行い，

 自己決定することが大切である。  

    ２つ目には，小学校低学年でこそ，一人一人を大切にした少人数指導の

 効果が期待されるという視点である。今日的な教育課題は，小学校低学年

 時の教育に関係することが多いと考えている。低学年の早い時期において，

 個に応じたきめ細かな指導の充実を図り，基礎学力の確実な定着，基本的な生活習

 慣や学習習慣の育成ができれば，上級学年になっても学習意欲を失わずに取り組ん

 でいくことができる。学校での集団生活に慣れない児童が「きめ細かい教師

 のかかわり」によって，「自分が大切にされている」という実感を持つこと

 はとても大事である。児童は，能力面や意欲面で，効力感や満足感を覚え，

 授業に集中し，家庭で復習する学習のサイクルが身に付いていくと考える。  

   ところが，小学校低学年の児童は，自分の学級集団に慣れるのが精一杯

 であり，中学年や高学年と比べ，自分でコース選択や自己評価をする力も

 不十分である。自己コントロールが難しく，些細なことや様々な要因で学

 習が成立しないことも多く，この時期の児童への指導は，家庭と連携した

 深い児童理解が不可欠である。つまり，中・高学年のように学級集団を解

 いて少人数指導のための学習集団を形成していく力はまだ不十分であり，

 学校生活全般で少人数指導を展開することが望ましい。  

  そのためには，小学校低学年だけは，学習時の集団を，生活時にも維持

 して指導を展開していくことが必要である。そこで，学力向上のための少

 人数指導を推進していくために，小学校低学年に限って，学習集団と生活

 集団を一致させ，かかわる教師を特定し，少人数集団を安定させる必要が

 あると考えている。  

 

６ 構造改革特別区域計画の目標  

(1)  計画の概要  

   本市で平成１５年に導入した少人数指導支援事業では，配置講師は，学習

時における少人数指導に加えて，適宜，生活指導にも関わってきたが，学習指導で

は，時数の関係からＴＴとして担当できる教科は限定され，また，非常勤

としての勤務態勢の中では，放課後等の補充指導に携わることができなか

った。また，少人数指導やＴＴ指導のための打ち合わせや学年会を十分な

形で設定することができなかったりして，その指導・支援には限界もあっ



 

た。また，小学校低学年での少人数指導の目的である「小学校低学年の早

い時期に，個に応じたきめ細かな指導の充実を図り，基礎学力の確実な定着，基本

的な生活習慣や学習習慣の育成等を目指したもの」にするためには，学習集団だけ

でなく，生活集団も少人数化を図って指導を徹底していく必要性を感じた。 

  そこで，平成１６年度は構造改革特区（特定事業の名称：「８１０市町村

負担教職員任用事業」）の認定を受けることで，本市が独自に任用した講師

を常勤とし，学級担任の業務をさせることで，小学校低学年におけるすべ

ての教科や学習活動で少人数指導の徹底を図っていきたい。講師は，県教

育委員会と十分な協議の上，県の実施する少人数支援事業に該当せず，小

学校１，２年生時に１学級が３５人以上となる鹿屋市立小学校に配置する。

学習のときだけでなく，学校生活全般で少人数指導を行うことで，基礎学

力の確実な定着，基本的な生活習慣や学習習慣の育成等を目指す。  
 

   平成１５年度（非常勤講師）   平成１６年度以降（常勤講師）  

 児童数            ７０人               ７０人  

         
   ３５人     ３５人    ２３人   ２３人   ２４人    

   

 

    

 生活  
  集団  

  
          
 ２３人   ２３人   ２４人    ２３人   ２３人   ２４人    

    

 

    

 学習  
  集団  

    学習のときだけ，少人数指導  
 ができる  

 学習や学校生活すべてで，少人  
 数指導ができる  

 

 

(2)講師を低学年に配置する理由 

 ① 就学前に十分な集団生活のしつけや基本的生活習慣が身につかないまま小学校

  に入学してくる児童が増え，低学年において落ち着いた学習が成立しにくくなっ

  ていること。そして，それらの児童への個別の対応が求められること。 

 ② 発達段階の特性として，独占欲が強く，友達や教師とのコミュニケーションを

  求める時期であること。 

 ③ 義務教育の入門期である小学校１・２年生で身についた基本的な生活習慣や学

  習習慣，基礎的・基本的事項は，その後の小学校中学年・高学年，そして中学校

  へ進んでいく上での大切な基礎学力となること。 

 ④ 保護者や学校が，学習面，生活面の両面から，低学年における少人数指導を強

  く望んでいること。 
 
 



 
(3)  平成１６年度以降の講師配置状況  
 
                     かのやすくすく対象，       県すくすく対象   

   区 分    Ｈ１５    Ｈ１６    Ｈ１７    Ｈ１８    Ｈ１９  

 入学児童数  
 （学級数）  

  ７６人  
  （２）  

   ８３人  
  （３）  

   ７７人  
  （２）  

   ７５人  
  （２）  

   ８４人  
  （３）  

 鹿  
 屋  
 小  
 １学級児童数   ３８．０   ２７．７   ３８．５   ３７．５   ２８．０  

 入学児童数  
 （学級数）  

   ５０人  
  （２）  

   ４５人  
  （２）  

   ４３人  
  （２）  

  ４２人  
  （２）  

   ４７人  
  （２）  

 笠  
 野  
 原  
 小   １学級児童数   ２５．０   ２２．５   ２１．５   ２１．０   ２３．５  

 入学児童数  
 （学級数）  

 １０３人  
  （３）  

 １０５人  
  （３）  

 １０２人  
  （３）  

 １００人  
  （３）  

 １１１人  
  （３）  

 寿  

 小  
 １学級児童数   ３４．３   ３５．０   ３４．０   ３３．３   ３７．０  

 入学児童数  
 （学級数）  

 １３５人  
  （４）  

 １３４人  
  （４）  

 １２７人  
  （４）  

 １２４人  
  （４）  

 １３８人  
  （４）  

 寿  
 北  
 小  
 １学級児童数   ３３．８   ３３．５   ３１．８   ３１．０   ３４．５  

 入学児童数  
 （学級数）  

   ９０人  
  （３）  

  ９６人  
  （３）  

   ９８人  
  （３）  

  ９６人  
  （３）  

 １０７人  
  （３）  

 田  
 崎  
 小  
 １学級児童数   ３０．０   ３２．０   ３２．７   ３２．０   ３５．７  

 

 入学児童数  
 （学級数）  

 １０４人  
  （３）  

 １０９人  
  （３）  

 １０８人  
  （３）  

 １０５人  
  （３）  

 １１７人  
  （３）  

 西  
 原  
 小  
 １学級児童数   ３４．７   ３６．３   ３６．０   ３５．０   ３９．０  

 入学児童数  
 （学級数）  

  ９１人  
  （３）  

 １０８人  
  （３）  

   ９２人  
  （３）  

   ９０人  
  （３）  

 １００人  
  （３）  

 西  
 原  
 台  
 小   １学級児童数   ３０．３   ３６．０   ３０．７   ３０．０   ３３．３  

 入学児童数  
 （学級数）  

   ４８人  
  （２）  

   ４８人  
  （２）  

   ４６人  
  （２）  

   ４５人  
  （２）  

   ５０人  
  （２）  

 大  
 姶  
 良  
 小   １学級児童数   ２４．０   ２４．０   ２３．０   ２２．５   ２５．０  

 

 
 (２年 )  H16 （１年）  (２年 ) H18 （１年）  

 
 
 

  (２年 )  H17 （１年）
  

(２年 ) H19（１年）  

 ＜講師数の見込み＞                                                
   Ｈ１６    Ｈ１７    Ｈ１８    Ｈ１９  
 １学年配置   寿小【県指定】   なし（寿小）   西原小   寿北小  

 ２学年配置   寿小・西原小   寿小【県指定】   なし（寿小）   西原小  
 現在の対象数       ３       １       １      ２  

 実施可能性の数       ２       ２       ２       ２  

 

 
     ・ （  ）は児童１人増で講師配置の可能性がある学校  

     ・ 【県指定】は児童１人増で県からの講師配置の可能性がある学校  

 
 



 

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的

 効果   

(1) 学力向上において，表現力や思考力を伸ばし養うことは重要である。説明や発表

 等の表現活動には，相手に自分の考えを伝えるために，自分の中で論理的

 に整理してわかり直す活動を進める効果がある。児童一人一人が，じっく

 りと考えて問題解決に取り組み，その活動によって生まれた自分の考えや

 思いを相手に伝える表現活動が充実すれば，学ぶ楽しさや充実感を味わわ

 すことができる。そして，表現や思考の活動は，少人数であればこそ，じ

 っくり考え，一人一人が表現するチャンスが保証され，その活動を教師が

 褒めたり，アドバイスしたりして密接に関わることができる。そのかかわ

 りによって，児童は充実感や自信を持ち，学習に積極的に取り組んでいく

 ことが期待される。  

(2)  小学校初期の１・２年生は，発達段階の特性として，独占欲が強く，級友や教師

 とのコミュニケーションを求める時期である。また，基本的な生活習慣が確立して

 いない子どもや学習習慣が身につかずじっと座っていられない子どもへの個別の対

 応が求められる時期である。そのことから考えたとき，低学年に配置する意義は大

 きい。 

(3) 小学校低学年において，少人数指導を効果的に推進するには，学級の少人数化に

 よる学習集団と生活集団の一致が必要であり，児童は落ち着いた雰囲気の中でより

 きめ細かな個に応じた指導を受けることができる。その結果，基本的な生活習慣が

 身につき，節度ある行動ができるようになる。また，一人一人の子どもへの理解が

 深まることで，積極的な生徒指導が充実して家庭との連携も図りやすくなる。これ

 らのことから，上学年，中学生と学年が進んでも，学習面での落ちこぼしやいじめ，

 不登校，学級崩壊等を未然に防ぐことができると考える。 

(4)  少人数指導推進のために学級担任のできる市費の教員が配置されることによって，

  学校の指導体制や教職員の意識が変わる機会になる。また，市が自ら負担する講

  師を配置することで，地域の教育への関心が増え，また，郷土の教育，人

  材育成に関わりたいと願う市民の意識が高まり，地元人材の活用が図られ

  る。  

 

８ 特定事業の名称  

    市町村費負担教職員任用事業  



 

９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定

 事業に関する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団  

  体が必要と認める事項  

（１）小・中・高連携事業           

            児童生徒の成長について，小・中・高の１２年間の教育を見通して考

え，それぞれの成長期に身に付けるべき力を責任をもって定着させよう

と，研究授業や共通テストを実施し，指導法や学習内容に一貫性や連続

性をもたせようとする取り組みである。基礎・基本の定着が図られると

ともに，小・中・高の教師が連携し，同じ思いで子どもたちを見守り，

育てようとしていることを児童生徒自身が実感することで，教育効果が

高まることを期待している。  

 

（２）不登校児童生徒支援事業 

      不登校の児童生徒を対象に，市が委嘱した指導員による訪問指導によって，教

育相談や補充学習等によるきめ細かい相談活動を行う。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙  

１ 特定事業の名称  

    ８１０ 市町村費負担教職員任用事業  

 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとするもの  

鹿屋市  

 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始日  

    特区認定の日  

 

４ 特定事業の内容  

（１）事業の主体  

      鹿屋市  

（２）事業が行われる区域  

      鹿屋市の全域  

（３）事業の実施期間  

      平成１６年から実施  

（４）事業の内容  

      小学校低学年の早い時期に，個に応じたきめ細かな指導の充実を図り，基

礎学力の確実な定着，基本的な生活習慣や学習習慣の育成等を目指す。特定の教

科だけでなく，すべての教科や学習活動，学校生活すべてで少人数指導の

徹底を図り，学力向上の基礎を培う。そのためには，学習集団と生活集

団を共に少人数化する必要があり，市費負担の常勤講師を任用し，小学

校低学年において，少人数の学級編成（１学級３５名以上の学級対象）

を行う。  

 

５ 当該規制の特例措置の内容  

（１）当該区域において周辺の地域に比して教育上特に配慮が必要な事情・

  背景  

   鹿屋市教育委員会では，本市の「人づくり」の理念を具現化，達成して

 いく上で，学校教育においては，学力の向上として捉えている。郷土や自

 分に対して誇りと自信をもち，粘り強く自己実現を図る児童生徒を育てる



 

 ために様々な取り組みを行ってきているが，すべての学習活動の基盤は，

 「確かな学力」であり，学力向上に取り組むことによって，自己実現に関

 わる２つの大きな素養が児童生徒に培われると考えるからである。  

  まず第一に，能力の伸長である。「思考力」「表現力」「技能」「知識・理

解」は，物事を的確に理解・判断し，筋道立てて処理していくために必要

なものであり，夢や目標を達成していく問題解決能力となる。  

   第二には，意欲，態度の育成である。学力が向上する過程で味わう「わ

 かった」「できた」という楽しさや喜びを伴った成就感は，効力感や自信を

 もたせることになり，課題解決や夢の実現にむけて積極的に取り組んでいこ

 うとする意欲や態度を育てると考える。  

  そして，鹿屋市教育委員会では，学力向上のために，学校の実態に応じ

 て，少人数指導や習熟度別学習の導入を推進している。少人数指導による

 効果について，教師と児童生徒のかかわり方がより密接になるとともに，

 双方向的なかかわりが充実すると評価している。児童生徒一人一人が発表，

 思考，表現等の自分を発揮する場を十分に与えられ，教師も一人一人を褒

 め，つまずきを適切に補うことができる。  

  少人数指導による児童生徒への効果的なかかわり方で，「読み，書き，

算」等の基礎・基本を徹底的に身に付けさせ，学習態度や家庭学習習慣を

含めた自己学習力を養うことができる。現在，元来少人数である小規模校

１０校を除いた１８校中１４校で少人数指導が行われ，さらに１２校で習

熟度別学習が実施され，成果を上げつつある。  

  このような少人数指導による指導法改善が進む中で，本市は各集落が海

 岸沿いや山間部あるいは商業地区と広範囲に広がり，全児童数３０人の複

 式を含む小規模校から，学級数２６クラスの８２０人を越える大規模校ま

 である。そのため，学校間で１学級あたりの児童数の差が大きく，今日的  

 な教育課題を抱えることが多い大規模校での少人数指導のニーズは高い。  
 
  １０人以下     ７校     ５１～ ７５人     ２校  

  １１～ ２５人     ４校    ７６～ １００人     １校  

  ２６～ ５０人     ３校   １０１～ １５０人     ３校  

 

 
       平成１５年度 小学校１年生児童数別にみた学校数（全２０校）   
 



 
    そのため，県教育委員会が配置した指導法改善の加配教員を十分に活用  

 して，少人数指導を推進しているが，その効果は，小学校低学年でこそ期

 待されると考えている。低学年の早い時期において，個に応じたきめ細かな

 指導の充実を図り，基礎学力の確実な定着，基本的な生活習慣や学習習慣の育成が

 できれば，上級学年になっても学習意欲を失わずに取り組んでいくことができる。

  しかし，小学校低学年での少人数指導の導入にあたっては，少し課題がある。  

  少人数指導は，単元や教材によって，習熟度を加味した指導法がより効果

 を上げやすい。児童生徒の認識傾向に配慮し，自分が学びたい方法を選択

 するコース選択制が効果的であり，この際，児童生徒が適切な自己理解，

 自己評価を行い，自己決定することが大切になる。この学び方を選択する  

 手続きが，小学校低学年の児童には難しい。この時期，自分の学級集団に

 慣れるのが精一杯であり，自分を客観的に評価することなど無理である。

 自己コントロールが難しく，些細なことで学習が成立しないことが多いこ

 の時期の児童への指導は，家庭と連携した深い児童理解が不可欠である。

 つまり，中・高学年のように学級を解いて少人数指導のための学習集団を

 編成するよりも，学校生活全般で少人数指導を展開することが望ましい。

  鹿屋市教育委員会としては，少人数指導が求められる小学校低学年にお

 いて，その効果を上げるために，学級を解くのではなく，学習，生活集団

 の少人数化を一致させる方法を推進していきたいと考えている。そのため

 には，学級の少人数編成が是非必要である。  

 

（２）必要となる調整等  

    鹿児島県教育委員会へは，少人数指導の充実のために，少人数学級の編

 成が必要である旨，及び具体的な内容等について説明済みである。本事業

 の実施に伴って課題となる県が実施する少人数指導事業との調整等の協議

 を行い，理解を得ている。今後とも県教育委員会との十分な連携のもとで，

 事業を推進していきたい。  

 

   添付資料  

     １ 構造改革特別区域に含まれる行政区域を示した図  

     ２ 構造改革特別区域計画の工程表  

     ３  構造改革特別区域計画の工程表の説明書  




